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全国中小企業団体中央会（１）

都道府県中小企業団体中央会（４７）

事業協同組合(20,590)  事業協同小組合(3)
信用協同組合(103)              企業組合(1,008)
協業組合(564) 商工組合(947)
商店街振興組合(872)           生活衛生同業組合 (131)
各組合の連合会 (453)

その他（社団法人等）(1,979)

２６，６５０

３７２

組合所属中小企業者 約２７２．５万

全国地区の組合(282)
全国地区の商工団体(90)

※賛助会員を除く
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中小企業団体中央会の組織図



【根拠法】

○中小企業等協同組合法（1949年法律第181号）
○中小企業団体の組織に関する法律（1957年法律第185号）

【設 立】

１９５６年４月１０日

【組合制度の特徴】

①経済的に力の弱い小規模事業者等が「相互扶助」の精神を基盤として、協同

の事業を行い、経済的地位の向上を図る組織であること

②市場競争の中で、共同経済事業を行う「事業体」であること

③共同経済事業は独占禁止法の「適用が除外」されること

④組合の「定款自治」により、組合員の、組合員による自主的、民主的な組織

運営が行われていること

⑤組合の経済的地位の改善を図るため、取引条件に関する「団体協約の締結」

が認められていること
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２．消費者契約法「中間取りまとめ」への意見
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消費者保護・悪徳業者排除には賛成

事業者の活動を一方的に網をかける見直しには反対

■「消費者＝弱者」「事業者＝強者」という単純な二元

論では解決できない！

■一部の悪徳業者によって一般の善良な中小企業・小規
模事業者は大変迷惑

⇒ 現行法での取締り強化、消費者教育の推進

■契約の一般法である「民法」改正案が国会に上程

⇒ 改正がなった後、時間をかけて審議すべき



■法の目的である「国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展」に
資する規制はどうあるべきかを十分に検討すべき
⇒ 立法事実がどの業界にどの程度関係し、それを除去しないと
国民生活にどの程度悪影響を与えるのか？
※不当景品類及び不当表示防止法改正

■中小企業・小規模事業者＝全国約３８５万
⇒ 我が国の雇用の約７割を担っている

■規制強化に円滑に対応できない可能性
⇒ 廃業に拍車の掛かる恐れ
※少子高齢化・人口減少、後継者不足

■地域経済を支えるのは中小企業・小規模事業者
⇒ 商店街等小売店が地域のコミュニケーション、高齢者の社会的
接点
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○「勧誘」要件の在り方
広告も勧誘に該当するとなると、詳細を記載しないと
事業者が思わぬリスクを被る

○「重要事項」
どこまでが「重要事項」に該当するのか、消費者個々
のレベルによって異なると、事業主の負荷が増す

★会員団体からの意見
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